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要旨：せん断破壊形態である鉄道 RC ラーメン高架橋柱を対象として，薄肉鋼板と連続繊維シートを併用し

た耐震補強工法のせん断補強効果を確認した。また，補強効果の寸法に対する依存性と補強時に使用する充

填材の有無による補強効果の違いを確認した。その結果，本工法を用いることで，せん断破壊を防ぎ，曲げ

破壊形態とすることが出来た。一方，補強効果の寸法に対する依存性については，部材寸法の影響により終

局部材角が小さくなる傾向を示した。充填材無しの場合には，エネルギー吸収量が 5％程度低下するものの，

終局部材角は同等となることを確認した。 

キーワード：せん断補強，薄肉鋼板，繊維シート，寸法効果，鉄道高架橋 

 

1. はじめに 

 阪神淡路大震災以降，各機関において鉄筋コンクリー

ト（以下，RC）高架橋柱の耐震補強が行われており，そ

の代表的な工法として，鋼板巻立て工法1)やRC巻立て工

法，繊維シート2)による耐震補強が挙げられる。今後想

定される東海・東南海・南海地震などの大規模な地震に

対して構造物が崩壊しないことを目標に，さらに耐震補

強を進めていくことが求められているが，近年では駅部

において高架下が店舗や駅施設として利用されている場

合や，地下鉄RC中柱のようにクレーンなどの大型の建設

機械が使用できない場合等，施工上の制約が厳しいケー

スが散見される。 

これらの課題を解決するための補強工法として，薄肉

鋼板，連続繊維シート，および無収縮モルタルで構成さ

れた耐震補強工法がある3)。本工法は個々の構成材料が

軽量であるため，施工性に優れていることが特徴である。

また，繊維シートと薄肉鋼板を併用することで，軸方向

鉄筋の座屈から生じるかぶりコンクリートのはく落によ

る繊維シートの破断を防止することができ，効率的な補

強が可能となる。本工法は，建築構造物のRC部材に適用

された実績がある4)。 

本研究では，せん断破壊形態である鉄道RCラーメン高

架橋柱を対象に，薄肉鋼板と連続繊維シートを併用した

耐震補強のせん断補強効果について実験的に検討した。

本項に関するこれまでの検討は，実構造物を1/2程度に縮

小した試験体を用いて行ってきた。一方，耐震補強指針

1)に示すように鋼板巻立て等の既往の耐震補強工法にお

いては，柱の断面寸法が大きくなると補強効果が低下す

ることが明らかとなっている。そのため，本検討では，

実物大モデルによる試験を行い，寸法効果に関する検討

を行った。また，本工法は，巻立て補強材と既設柱の間

に無収縮モルタルを充填することを基本としているが，

本検討では施工性の向上を目的に，無収縮モルタルを充

填しない場合について検討を行い，補強効果の違いを確

認した。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体の諸元 

(1) 既設柱 

表－1および図－1(a)，図－2(a)，図－3(a)に既設柱

の諸元を示す。試験体は，全部で3体である。S1試験体

は，実構造物の1/2程度の縮尺模型とし3)，L1およびL2試

験体は，実物大のRCラーメン高架橋柱を模擬したもので

ある。いずれも鉄道構造物等設計標準・同解説（コンク

リート構造物）5）（以下，RC標準）に従い，無補強時の

柱が曲げ耐力に達するときのせん断力Vmuと，棒部材の設

計せん断耐力Vydの比Vmu/Vydが1.0より大きくなり，せん

断破壊を生じるように設定し，縮小試験体と実物大試験

体は，Vmu/Vydが概ね一致するように諸元を決定した。表

－2にVmu/Vydの検討結果を示す。算出にあたっては，安

全係数を1.0とし，表－3に示す材料諸元を用いた。 

なお，軸圧縮応力は，一般的なラーメン高架橋柱のRC

柱における地震時の軸力変動を考慮し，3.0N/mm2として

計算した。 

(2) 補強柱 

表－3および図－1(b)(c)，図－2(b)(c)，図－3(b)(c)

に，補強柱の概要および各補強部材の材料諸元を示す。

補強材の材質は，全ての試験体で同一とし，L1 および
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L2 試験体の補強量は，S1 試験体の 2 倍程度となるよう

に設定した。補強方法は，いずれの試験体もまず鋼板を

設置し，鋼板表面に繊維シートを巻き立てながら含浸材

を浸透させた。含浸材が硬化した後に，支保工を設置し

鋼板と柱の間にグラウトモルタルを充填した。 

鋼板は，L 形のものを 4 枚組み合せ，点溶接により固

定し，鋼板厚さは S1 試験体で 1.6mm，L1 および L2 試

験体で3.2mmとした。充填材の厚さは，S1試験体で15mm，

L1 試験体で 30mm とし，L2 試験体は，施工性の向上を

目的として充填材を用いず，既設部と鋼板の隙間を極力

小さくし密着させた。 

繊維シートはポリエチレン，含浸材はエポキシ樹脂を

使用した。また，繊維シートの水平方向の継手長は，2

層巻きの S1 試験体で 150mm とし，継手位置が同じ柱面

とならいないよう 1 層目を載荷面側，2 層目を載荷面と

逆側になるよう配置した（図－1(c)）。L1 および L2 試験

体では，継手長を 200mm とし，4 層とも継手位置が同じ

柱面とならないよう配置した（図－2(c)，図－3(c)）。 

図－1 S1 試験体概要（単位 mm） 図－2 L1 試験体概要（単位 mm） 
(a) 既設柱 (b) 鋼板補強時 (c) 繊維巻立て時(a) 既設柱 

b：断面幅，h：断面高さ，d：有効高さ，a:せん断スパン，pt:引張鉄筋比，pw:帯鉄筋比 

V cd V sd V yd M y M u V my V mu

(kN) (kN) (kN) (kN・m) (kN・m) (kN) (kN)
S1（補強前） 181 59 240 392 477 280 340 1.17 1.42

L1，L2（補強前） 516 190 706 2452 2978 817 993 1.16 1.41

試験体名 V my / V yd V mu / V yd

(c) 繊維巻立て時(b) 鋼板補強時 

水平載荷方向 軸力

b
(mm)

h
(mm)

d
(mm)

a
(mm)

a/d 径
p t

(%)
径-間隔(mm)

p w

(%)
径-間隔

p w

(%)

応力

(N/mm
2
)

軸力比

S1（補強前） 450 450 400 1400 3.5 D22 1.08 D6-150 0.09 D6-150 0.09
L1，L2（補強前） 800 800 725 3000 4.14 D32 1.10 D13-150 0.11 D13-300 0.11

試験体名

部材寸法 軸方向鉄筋 帯鉄筋(基部) 軸力帯鉄筋(中間部)

0.13.0

表－2 試験体耐力の計算値 

表－1 試験体の諸元 

鉄筋ひずみゲージ（一軸 両面貼り） 鉄筋ひずみゲージ（一軸 片面貼り）

Vcd：せん断補強鋼材を用いない棒部材の設計せん断耐力，Vsd：せん断補強鋼材により受け持たれる棒部材の設計せん断耐力，Vyd：棒部材の設計

せん断耐力，My：設計曲げ降伏耐力，Mu：設計曲げ耐力，Vmu：設計曲げ耐力時のせん断力，Vmy：設計曲げ降伏耐力時のせん断力 

鋼板ひずみゲージ（一軸） 繊維シートひずみゲージ（一軸）
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図－3 L2 試験体概要（単位 mm） 
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S1 および L1 試験体は，曲げ耐力の増加を期待せず，

フーチングに接触しないように，補強材の下端にあきを 

S1 試験体で 30mm，L1 試験体で 50mm 設けた。L2 試験

体は，施工性の観点から下端の空きは設けていないが，

補強鋼材の厚さが 3.2mm と小さいためフーチングに接

触した際の曲げ耐力への影響は小さいと判断した。 

2.2 載荷方法 

 載荷状況を図－4 に示す。試験体のフーチングを反力

床に固定し，柱天端から一定軸力（3.0N/mm2）を作用さ

せながら，所定のせん断スパン位置にて水平方向に載荷

を行った。水平方向の載荷プログラムについては，軸方

向鉄筋が降伏しない範囲で 1 サイクル載荷した後，ひず

み測定から軸方向鉄筋が，初めて降伏ひずみに達した時

の水平変位 δyを基に，±1δy，±2δy，･･･±nδy（n は整数）

で各サイクル 3 回繰返し載荷を行った。そして，最大荷

重に達した後，荷重が降伏荷重を下回るまで載荷した。

なお，載荷ステップについて，例えば+1δy×3 は，正側 1δy

載荷時の 3 回目の繰返し載荷を意味する。 

 

3. 実験結果 

3.1 破壊状況 

 図－5に S1 試験体の損傷状況を示す。柱基部での曲げ

ひび割れ発生以降，±3δy×1 に柱基部にてコンクリート

の圧壊が生じ，載荷とともに進行した。図－5(a)に示す

ように，±7δy×1 において載荷面の基部ではらみ出しが

認められた。その後の載荷ではらみ出し量が増加し，水

平荷重が大きく低下したため，-9δy×1 で試験を終了した。

載荷中，繊維シートの継手の剥離は認められなかった。

試験終了後の補強材および浮きコンクリートはつり後の

状況を図－5（b）に示す。基部から約 300mm の範囲で

軸方向鉄筋の座屈が確認でき，はらみ出しの増加は，軸

方向鉄筋の座屈に起因するものと考えられる。 

 図－6 に L1 試験体の損傷状況を示す。S1 試験体と同

様に柱基部での曲げひび割れ発生以降，±3δy×1 に柱基

部にてコンクリートの圧壊が生じ，載荷とともに進行し

た。±4δy×3 に載荷面の基部ではらみ出しが認められた。

その後の載荷ではらみ出し量が増加し，水平荷重が大き

く低下したため，-7δy×1 で試験を終了した。載荷中，繊

維シートの継手の剥離は認められなかった。試験終了後

の補強材および浮きコンクリートはつり後の状況からは，

基部から約 450mm の範囲で軸方向筋の座屈が確認でき

た（図－6(b)）。 

 図－7 に L2 試験体の損傷状況を示す。L2 試験体は，

±3δy×1 に載荷面の基部ではらみ出しが認められた。そ

の後の載荷ではらみ出し量が増加し，水平荷重が大きく

低下したため，-6δy×1 で試験を終了した。載荷中，繊維

シートの継手の剥離は認められなかった。試験終了後の

補強材および浮きコンクリートはつり後の状況からは，

S1
L1，L2 3.2

1.6
SS400

試験体名 種類
降伏点 引張強度

(N/mm
2
) (N/mm

2
)

鋼板厚さ
(mm)

318 405
300 448

S1
L1
L2

(N/mm
2
)

64.3
51.3

-

充填材
厚さ
(mm)

15.0
30

充填材無し

(kN/mm
2
)

31.9 27.0

28.5 22.9

試験体名

柱コンクリート 充填材
圧縮強度圧縮強度 弾性係数

(N/mm
2
)

ヤング率 降伏点 降伏ひ 引張強度

(kN/mm
2
) (N/mm

2
) ずみ(μ) (N/mm

2
)

D6 194 403 2077 552
D13 187 358 1934 519
D22 192 365 1901 550
D32 189 370 1968 565

鉄筋径

軸方向鉄筋（L1,L2）

適用鉄筋

帯鉄筋（S1）
帯鉄筋（L1,L2）
軸方向鉄筋（S1）

目付量

(g/m
2
)

S1 2層
L1，L2 4層

種類試験体名

ポリエ
チレン

2580.9729600222075

繊維シー
ト総数 (N/mm

2
) ずみ(μ)

ヤング率 引張強度 破断ひ
比重

(kN/mm
2
)

薄肉鋼板+繊維シート

静的載荷

軸力

静的載荷

軸力

薄肉鋼板
+

繊維シート

(a) S1 試験体 (b) L1 試験体 

 
載荷面 側面

はらみ出し

側面

座屈範囲

(a) はらみ出し状況 (b) 試験終了後
図－5 S1 試験体破壊状況 

表－3 材料諸元 
(a) コンクリートおよび充填材 

(b) 補強鋼板 

(c) 繊維シート規格値 

(d) 鉄筋（SD345） 

図－4 載荷試験状況 
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(a) はらみ出し状況 (b) 試験終了後 (a) はらみ出し状況 (b) 試験終了後

図－6 L1 試験体破壊状況 図－7 L2 試験体破壊状況 

図－8 水平荷重－変位関係 
(a) S1 試験体 
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(b) L1 試験体 (c) L2 試験体 

Py：軸方向鉄筋降伏時の荷重，Pｍ：荷重の低下が顕著にならない最大繰り返し時の荷重， 

δy θy：軸方向鉄筋降伏時の水平変位，部材角，δm θm：荷重の低下が顕著にならない最大繰り返し時の水平変位，部材角 

δn θn：降伏荷重を下回らない水平変位もしくは部材角の最大値 

断面幅

b P y P m δ y δ m δ n θ y θm θ n

(mm) (mm) (kN) (kN) (mm) (mm) (mm) (rad) (rad) (rad)
S1 450 1400 1024.0 410.0 9.1 45.1 69.1 0.007 0.032 0.049
L1 907.0 1103.0 23.2 84.7 117.9 0.008 0.028 0.039
L2 942.0 1056.0 29.4 82.4 118.4 0.010 0.027 0.039

800 3000

部材角
せん断スパン

試験体名

水平荷重 水平変位

表－4 載荷試験結果一覧 

基部から約 600mm の範囲で軸方向鉄筋の座屈が確認で

きた（図－7(b)）。 

3.2 水平荷重-水平変位関係 

図－8(a)に S1 試験体の水平荷重－水平変位関係を示

す。図－8(a)には，表－2 に示した補強前の棒部材のせ

ん断耐力の計算値 Vyd および曲げ耐力の計算値 Vmu を併

記した。せん断耐力の計算値 Vyd＝240kN に達した後も荷

重は増加し，±5δy×1 で最大荷重 Pmax＝410kN（正側），

397kN（負側）に達した。また，最大荷重は曲げ耐力の

計算値 Vmu=340kN に達しており，せん断破壊を防ぎ曲げ

破壊形態に移行できることが確認できた。S1 試験体にお

ける軸方向鉄筋降伏時の部材角 θy，，荷重の低下が顕著に

ならない最大繰り返し時の部材角 θm，，降伏荷重を下回

らない部材角の最大値θnは，表－4に示す通りθy=0.007，

θm=0.032，θn=0.049 であった。 

 図－8(b)に L1 試験体の水平荷重－水平変位関係を示

す。S1 試験体と同様に補強前のせん断耐力の計算値 Vyd

＝706kN に達した後も荷重は増加し，±4δy×1 で最大荷

重 Pmax＝1103kN（正側），1077kN（負側）に達した。ま

た，最大荷重は曲げ耐力の計算値 Vmu=993kN に達してお

り，せん断破壊に対する補強効果が確認できた。L1 試験

体における θy，，θm，，θnは，表－4 に示す通り θy=0.008，

θm=0.028，θn=0.039 であった。 

 図－8(c)に L2 試験体の水平荷重－水平変位関係を示

す。せん断耐力の計算値 Vyd＝706kN に達した後も荷重は

増加し，±3δy×1 で最大荷重 Pmax＝1056kN（正側），

1020kN（負側）に達した。また，最大荷重は曲げ耐力の

計算値 Vmu=993kN に達しており，充填材無しにおいても

せん断破壊に対する補強効果が確認できた。L2 試験体に

おける θy，，θm，，θnは，表－4に示す通り θy=0.010，θm=0.027，

θn=0.039 であった。 

 現状では，試験体数も少ないため補強後のせん断耐力
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の定式化には至っていないが，本実験の範囲内では，い

ずれの試験体もせん断破壊は生じていないことから，試

験体の諸元が極端に変わらず，補強前の Vmu/Vyd が 1.41

（表－2 参考）以下の柱に対しては，補強効果があるも

のと推測される。 

3.3 せん断力の負担について 

 図－9 に L1 および L2 試験体の載荷面と平行な面にお

ける正側載荷時の各サイクルにおける 1 ループ目の帯鉄

筋ひずみ，補強鋼板ひずみ，繊維シートひずみの分布例

を示す（計測位置は図－2 を参考）。L1 試験体を例にす

ると，帯鉄筋は，+3δy×2 で初降伏し，3δy以降，繊維シ

ートのひずみ分布が増加する傾向を示した。一方，補強

鋼板のひずみは，+7δy×1 においても最大で 500μ程度と

非常に小さく，降伏ひずみに達していなかった。補強鋼

板の継手部には点溶接を用いていることから，帯鉄筋降

伏以降は継手部の溶接切れにより，補強鋼板は繊維シー

トと比較してひずみの応答が小さく，繊維シートが主に

せん断力を負担していたと考えられる。L2 試験体につい

ても帯鉄筋降伏以降，繊維シートのひずみ値は増加して

いることを確認した。 

3.4 部材寸法による補強効果の影響について 

 図－10 に S1 および L1 試験体の包絡線の比較を示す。

なお，包絡線の横軸は部材角，縦軸は水平荷重を降伏荷

重で除して無次元化した。θy について比較すると，表－

4 に示した通り，S1 試験体で θy=0.007，L1 試験体で

θy=0.008 と概ね一致していたが，θm については，S1 試

験体で θm=0.032 であったのに対し，L1 試験体では

θm=0.028 となっており， L1 試験体の部材角が 1 割程度

小さくなっていることが確認できた。また，θn について

も同様に，S1 試験体で θn=0.049 であったのに対し，L1

試験体で θn=0.039 となり， L1 試験体の部材角が 2 割程

度小さくなっていることが確認できた。RC 鋼板巻立補

強した柱は，矩形断面において辺長が長い場合，軸方向

鉄筋の座屈に対する拘束が小さくなり，変形性能の算定

の際は，部材角を考慮した算定式が提案されている 1)。

本工法においても部材寸法の影響により θm，θn が 1～2

割程度小さくなったと推測される。 

3.5 充填材の有無の比較 

図－11 に L1 および L2 試験体の包絡線の比較を示す。

なお，図中の包絡線は，横軸を部材角，縦軸を水平荷重

とした。最大荷重は，L1 および L2 試験体共に無補強時

の曲げ耐力の計算値 Vmu=993 kN に達しており，L1 試験

体で 1103kN，L2 試験体で 1056kN となり，充填材の有

無による違いは殆どなかった。また，最大荷重到達後の

荷重低下についても L1 および L2 試験体で大きな違いは

なかった。 

θy については，表－4 に示した通り，L1 試験体で

θy=0.008 であったのに対し，L2 試験体で θy=0.010 と 2

割程度大きかったが，θm および θnについては，L1 試験

体で θm=0.028，θn=0.039，L2 試験体で θm=0.027，θn=0.039

となり，充填材の有無による違いは殆どなかった。 

図－9 に示した載荷面と平行な面の繊維シートのひず

(b) L2 試験体（左から帯筋，補強鋼板，繊維シート） 
図－9 載荷方向と平行な面のひずみ分布 
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み分布より，繊維シートのひずみは，L1試験体で 5500μ，

L2 試験体で 4000μ程度であった。いずれも柱基部もしく

は柱基部から 430mm の位置で卓越しているため，軸方

向筋の座屈の影響を受けていたと考えられる。L2 試験体

は，帯筋が基部から広範囲にわたり降伏しているにも関

わらず，柱基部から 430mm より上側の繊維シートのひ

ずみは，L1 試験体がとほぼ同等で，表－3に示した繊維

シートの破断ひずみ（29600μ）よりも小さいことから，

充填材の有無に関わらず十分なせん断補強効果があるも

のと考えられる。 

一方，エネルギー吸収量を等価な粘性減衰に置き換え

て定量的に評価する指標である等価粘性減衰定数 heq に

ついて比較してみると，図－12に示す通り，θ=0.02 以降

で L2試験体の等価粘性係数は，L1試験体と比較して5%

程度小さくなる傾向を示した。3.3 節で記したように，

コンクリートの斜めひび割れは，帯鉄筋降伏以降，繊維

シートによって拘束される。但し，繊維シートのヤング

係数は，表－3 に示すように帯鉄筋の約 1/2 程度である

ため，帯鉄筋の降伏以降は斜めひび割れが拡大しやすい

状況にあったと考えられる。充填材の無い L2 試験体は，

表－5に示したように帯鉄筋の初降伏のサイクルがL1試

験体よりも早く，図－8(b)，(c)に示す履歴曲線を比較す

ると，L2 試験体の履歴曲線は，L1 試験体よりも早期に

スリップ型に移行している。すなわち，L2 試験体は，帯

鉄筋による拘束効果が L1 試験体よりも早い載荷サイク

ルで失われたため，斜めひび割れ幅が大きくなり，エネ

ルギー吸収能力が 5%程度小さくなったと推測される。 

 

4. まとめ 

 本研究では，薄肉鋼板と連続繊維シートを併用した耐

震補強の鉄道RC構造物への適用について実験的に検討 

 

し，本試験の範囲において以下の知見を得た。 

(1) せん断破壊形態である鉄道 RC ラーメン高架橋柱

に薄肉鋼板と連続繊維シートを併用した耐震補強

を行うことで，せん断破壊を防ぎ，曲げ破壊形態

とすることが出来た。 

(2) 帯鉄筋降伏以降，補強鋼板は，継手部の溶接切れ

により繊維シートと比較してひずみの応答が小さ

くなっていることから，繊維シートが主にせん断

力を負担していたと推測される。 

(3) 補強効果の寸法に対する依存性については，柱断

面寸法が大きい場合，荷重の低下が顕著にならな

い最大繰り返し時の部材角 θm と，降伏荷重を下回

らない部材角の最大値 θn が小さくなる傾向を示し

た。 

(4) 補強時に使用する充填材の有無による補強効果の

違いについては，充填無しの場合には等価粘性減

衰定数が部材角 θ=0.02 以降，充填材有りと比較し

て 5％程度低下したものの，最大荷重や変形性能に

大きな違いはなかった。 
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S1

L1

L2

 + 2δ y × 1

730  + 3δ y × 2

1180  + 1δ y × 2

試験体面
基部からの距離 帯筋初降伏の

載荷サイクル(mm)

460

表－5 帯鉄筋の初降伏の載荷サイクルと位置 

図－12 等価粘性減衰定数の比較

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0 0.02 0.04 0.06

等
価
粘

性
減

衰
定

数

部材角(rad)

L1

L2
-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

-0.06 -0.04 -0.02 0 0.02 0.04 0.06

水
平

荷
重

/降
伏

荷
重

部材角(rad)

S1

L1

θy

θm

θn

-1400

-1000

-600

-200

200

600

1000

1400

-0.06 -0.04 -0.02 0 0.02 0.04 0.06

水
平

荷
重

(k
N

)

部材角(rad)

L1

L2

θy

θm

θn
Vmu=993kN

図－10 S1,L1 試験体の包絡線比較 図－11  L1,L2 試験体の包絡線比較
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